
再エネ100%シナリオは本当に「現実的ではない」のか？

電力部門脱炭素化の実現のため，対策オプションの幅を拡げよう

How can Carbon Pricing (esp., ETS) contributes to Growth? 

1.  Addi@onal burden (esp., for some energy-intensive sectors)?

2.  New business opportunities? What are they?

3.  Which element(s) of the ETS will contribute?

稀に足りなくなる電力量をまかなうため

新規バッテリー大量導入以外の方策はないのだろうか？

N. Matsuo
n_matsuo@iges.or.jp

2021/06/09   IGES Webinar Series on Climate Change

mailto:n_matsuo@iges.or.jp


2

使っていないバッテリーを拝借しよう！ (V2G)

 
 

 
 8 

IGES Commentary May 2021 

3. 検討すべきオプション: システム統合費⽤を削減する⽅策は他にもある 

 前節で考察した通り、上記の分析結果が意味するところは、頻度のかなり低い曇天・無風期間（電力供給

量のかなりの減少期）においても、安定して再エネのみで需要に見合う電力供給を行うための手段として、

「非常に稼働率の低い新たなエネルギー貯蔵設備を大量に設置する」と、大幅にコストが高くなる、というこ

とである。 

 しかし、この前提の妥当性には疑問の余地が残る。非常に稼働率が低いのであれば、新たな設備に投資

せずともこの曇天・無風期間に対応できる他の方策を考えるというアプローチが適切であろう。もちろん新た

な蓄電池等の導入もある程度は必要であるだろうが、この分析結果には考慮されていない以下の方策と組

み合わせることで、再エネ比率の高いシナリオの電力コストを極端に押し上げているシステム統合費用を大

幅に削減できる可能性は十分にあると考えられる： 

 

① 電気自動車の蓄電池を需給調整用として活用する 

 燃料代、利便性、その他さまざまな理由から、将来電気自動車が大幅に普及するという可能性は非常に

高いと言えるであろう。電気自動車はかなり大きな蓄電池が装備されていて、移動に利用されていない時

間は電力系統に接続して需給調整用の蓄電池として活用することができると考えられる（乗用車の稼働率

は 1 時間/日としても 5%程度であり、充電時間を 1 時間/日としても、この場合 90%の時間帯は利用されて

いない）。需給調整用途としてのポテンシャルを検討するため、日本の全自家用車 6,200 万台の 80% (EV
比率)×80% (V2G 利用可能比率) が利用可能と想定して試算すると、表 3 のようになる。コントロールが可

能であるなら、kW面での需給調整（右の欄）のためには十二分の能力を持ち、加えて本論考で議論してい

る kWh面（左の欄）でも、かなりの寄与を持つ。当然ながら、この蓄電池は自動車のためとしてコスト負担が

すでに行われているものであり、需給調整用としては第一近似として（少なくとも社会的には）ゼロコストとみ

なすことができる。すなわち、相当量の新規蓄電設備への投資を回避できる。 

表 3． 電気自動車の V2G（VEHICLE TO GRID）ポテンシャルの試算（筆者作成） 

 kWh (電力量)ストレージ効果 kW (電力)需給調整効果 

効果 1.4 TWh 120 GW 

現在の日本の電力需要 2.9 TWh/日（平均） 180 GW（過去最大） 

現在の日本の電力需要比 1/2日分 過去最大電力需要の 2/3 

想定 

電池容量 60 kWh/EV 

(現在の日産リーフ e+(450 km走行)水準) 

(保護回路で容量の 60%利用可能とした) 

3 kW/EV 

(家庭用充電スピード． 

急速充電なら 20–50 kWが可能) 

日本の全自家用車 6,200万台の 80% (EV比率)×80% (V2G利用可能比率) を想定 
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の発電コスト想定[11]を参照し、バイオマス、水力、地熱発電の発電単価をそれぞれ 28.1 円/kWh、10.8 円

/kWh、10.9円/kWh とすると、全ての再エネ電源の発電単価の加重平均は 16.5円/kWh程度になる。推計

された電力コスト 53.4円/kWh から発電原価 16.5円/kWh を引いた約 37円/kWh がこのケースでのシステ

ム統合費用ということになる。 

 ここで、この約 37 円/kWh の非常に大きなシステム統合費用が何に起因するのか、考えてみたい。システ

ム統合費用として本分析で考慮されているのは、リチウムイオン電池（150 ドル/kWh と想定）、既設揚水発

電（0.1 TWｈ程度）と水素貯蔵、さらに地域間連系線である。本分析のこの部分のベースとなっている東大-

IEEJ モデルの論文[8]や基本政策分科会資料[12]を参照すると、このシステム費用の主要部分は、新規ストレ

ージ費用に由来するもののようである。いままで、再エネが大きな比率で電力システムに導入された場合、

何らかのバッファーとしてのストレージの必要性が議論されることが多かった。それは、時々刻々の電力

(kW)の需給をバランスさせるという 1 時間程度の時間スケールの技術的対応策であった。一方で、今回の

視点は、数日から一週間スケールの kWh の面からの需給バランスに基づくものとなっている。前者は再エ

ネ（とくに VRE）が発電容量の数十%レベルに達した場合に顕在化してくる課題であるが、後者は 100％に

近い場合に顕在化してくる問題であるといえる。以下、後者の問題を考えてみよう。 

 再エネ（とくに VRE）は、その出力が天候に依存する。1 年のうち一度か二度、風力・太陽光の発電量が

極めて小さくなる曇天・無風期間（“Dark doldrums”）が生じる（雨天の継続を含む）。太陽光や風力発電が

大量に導入された電力システムにおいては、この供給が極端に少なくなった期間に応じる対策をたててお

く必要がある。RITE 分析が参照している IEEJ 分析（文献[8], [12]）においては、そのほとんどを、リチウムイ

オンなどの電池や水素化設備で対応する前提がおかれている（その場合の容量は 3 TWh 程度であり、既

設揚水の規模は 0.1 TWh であるため揚水の効果は限定的となる）。1990–2017 年の実績気象データを用

いた場合、下図のような蓄電池の必要容量が試算されている： 

図 2． IEEJ 分析における蓄電システムへの貯電量の年間推移（1.4 TWh と楕円の破線は筆者記入）[12] 
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れば、それは十分な蓄電設備があるならば吸収できるであろう。 

図 3． IEEJ 分析によるゼロ排出電源の各種シナリオにおける発電単価の内訳（CCS付き火力を除く）[12] 

 

図 4． RITE 分析で用いられたシステム統合費用曲線[1] 

 

 

 RITE によって分析の詳細な情報がオープンにされてからでなければ、この費用の妥当性は評価できな

いため、この約 37円/kWhレベルのシステム統合費用の再現性の議論はここまでとする。 
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図 1. シナリオ分析結果： シナリオ別電⼒コストと電源別発電原価前提（[1]を元に筆者作成） 

 
 

 これらの電源構成やコストに関する数値は、あくまで想定した前提条件下で試算された結果であり、本分

析を行った RITE の秋元委員からも「将来の予測ではない」と再三同様の注釈が繰り返された。その一方で、

「再エネ 100%とした場合には、大幅にコストが上昇する（ケース①）ことが明らかとなり、再エネ 100%のシナ

リオは現実的とは言えないのではないか」とかなり強い結論であることが、説明資料に示唆された。この結果

を踏まえて議論された基本政策分科会では、委員から「衝撃的な結果」、「再エネ 100％はあり得ない」とい

った意見が多数提起された[2]。マスメディアの報道や SNS でも「再エネ最大限活用で電気代 2 倍超に」と

いった見出しと共に波紋を広げている[3]。 

 懸念されることは、この分析結果の性格が、将来予測や、ましてや政策目標などではなく、あくまで仮定し

たパラメタの数値をベースにした参考値に過ぎないということや、試算の「前提」が正しく理解されず、数値

だけが独り歩きして世論形成や政策決定に誤ったインパクトを与えていくおそれにある。 

 なお、この推計に関して、関係者に驚きを持って捉えられた数字は 2 点ある： 

• カーボンニュートラルを目指した基準ケースやケース②〜⑥の電力コストの水準が、22–25円/kWh と、

現状に比較してかなり高い水準であったこと。これは主として各電源の発電原価「想定」（図 1下部）の

レベルに依存すると考えられる。 

• 再エネ 100%シナリオの場合に 53円/kWh と大幅に高い数字が示された。これは発電原価とは異なっ

た電力システムの性格への対応策に起因する。 

本論考では、この後者に焦点を当てる。 

 ここで、この RITE 分析結果を、「再エネ 100％の電力システム」を対象とした先行研究と比較してみよう

（表 2）。電力コストの他の推計結果は 7.4 円～24.9 円/kWh と大きな幅があるが、このように、複雑なシステ
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ルによって結果が大きく異なることが多い。今回説明された分析結果は、他の既往研究の結果と比較する

とかなり高い電力コストを算出している。それをもって再エネ比率が高いシナリオは現実的ではないと短絡
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の発電コスト想定[11]を参照し、バイオマス、水力、地熱発電の発電単価をそれぞれ 28.1 円/kWh、10.8 円

/kWh、10.9円/kWh とすると、全ての再エネ電源の発電単価の加重平均は 16.5円/kWh程度になる。推計

された電力コスト 53.4円/kWh から発電原価 16.5円/kWh を引いた約 37円/kWh がこのケースでのシステ

ム統合費用ということになる。 

 ここで、この約 37 円/kWh の非常に大きなシステム統合費用が何に起因するのか、考えてみたい。システ

ム統合費用として本分析で考慮されているのは、リチウムイオン電池（150 ドル/kWh と想定）、既設揚水発

電（0.1 TWｈ程度）と水素貯蔵、さらに地域間連系線である。本分析のこの部分のベースとなっている東大-

IEEJ モデルの論文[8]や基本政策分科会資料[12]を参照すると、このシステム費用の主要部分は、新規ストレ

ージ費用に由来するもののようである。いままで、再エネが大きな比率で電力システムに導入された場合、

何らかのバッファーとしてのストレージの必要性が議論されることが多かった。それは、時々刻々の電力

(kW)の需給をバランスさせるという 1 時間程度の時間スケールの技術的対応策であった。一方で、今回の

視点は、数日から一週間スケールの kWh の面からの需給バランスに基づくものとなっている。前者は再エ

ネ（とくに VRE）が発電容量の数十%レベルに達した場合に顕在化してくる課題であるが、後者は 100％に

近い場合に顕在化してくる問題であるといえる。以下、後者の問題を考えてみよう。 

 再エネ（とくに VRE）は、その出力が天候に依存する。1 年のうち一度か二度、風力・太陽光の発電量が

極めて小さくなる曇天・無風期間（“Dark doldrums”）が生じる（雨天の継続を含む）。太陽光や風力発電が

大量に導入された電力システムにおいては、この供給が極端に少なくなった期間に応じる対策をたててお

く必要がある。RITE 分析が参照している IEEJ 分析（文献[8], [12]）においては、そのほとんどを、リチウムイ

オンなどの電池や水素化設備で対応する前提がおかれている（その場合の容量は 3 TWh 程度であり、既

設揚水の規模は 0.1 TWh であるため揚水の効果は限定的となる）。1990–2017 年の実績気象データを用

いた場合、下図のような蓄電池の必要容量が試算されている： 

図 2． IEEJ 分析における蓄電システムへの貯電量の年間推移（1.4 TWh と楕円の破線は筆者記入）[12] 
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 すなわち、図 2 の下図に表されているように、27 年間の異常気象にすべて
．．．

対応できるようにすると、その

期間に 2 回ほど起きた事象に対応するため 5 TWh級の電池容量1が必要となる。この非常に稀な事象に対

応する低稼働率のストレージを大量に用意するという前提に立つため、コストが非常に高く試算されている。 

 蓄電池の kWh あたりのコストは、2050 年時点において、RITE 分析[1]では 150ドル/kWh（文献[8]では 100 
ドル/kWh）と仮定されている。上記の 5 TWh まで電池が必要とした場合 1、10 年間の単純償却とすると、約

8円/kWh のコストとなることが計算できる。 

 RITE 分析におけるシステム統合費用に関する部分は、東大-IEEJ モデル推計に依存している。そのモデ

ル推計を説明した文献[12]においては、発電原価の内訳の中で、システム統合費用（図 3 では系統対策

費）が試算されている。再エネ 100％シナリオは、文献[12]の“Without nuclear×水素発電量 0 TWh”のケー

スに相当すると考えられるが、やはりバッテリーコストがその中で最大のものとなっている。大きさも上記のラ

フな計算 8円/kWh と同程度であることがグラフから読み取れる。 

図 3． IEEJ 分析によるゼロ排出電源の各種シナリオにおける発電単価の内訳（CCS付き火力を除く）[12] 

 
 

 しかしながら、RITE 分析はこの IEEJ 研究を利用しつつも、システム統合費用を、合計で約 37円/kWh と

推計しており、パラメタの設定値が少々異なるだけでは説明のつかない大きな差異が認められる。また、

RITE 分析で示された図 4 のシステム統合費用曲線がなぜ急峻な立ち上がりを示すのかという説明も不明

である。ナイーブに考えれば、蓄電池容量は、前述のように、約 5 TWh (8円/kWh)程度を上限とするであろ

うし、送電線費用にも上限があるはずである。太陽光・風力の出力抑制(curtailment)を費用計上したのであ

れば、それは十分な蓄電設備があるならば吸収できるであろう。 

 
 
1 文献[8]では 3.3±0.8 TWh と試算されている。これは 32%の確率で 3.3+0.8=4.1 TWh 以上の蓄電池が必要な曇天・
無風期間が起きる年が訪れ、4%の確率で 3.3+0.8´2=4.9 TWh 以上の蓄電池が必要な期間が起きる年が訪れることを
意味する。その意味で、5 TWhの蓄電池容量を用意することは 2σまでの異常気象への対応を行うことに相当する。 
なおこの Dark doldrumsは、広域で曇天/雨天と無風状態が継続する期間だが、この期間の発電量が必ずしもゼロにな
るわけではない。 
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・ 系統対策コストは蓄電池分、出力抑制分、地域間連系線分及び蓄電ロスに伴う余剰発電分からなる。
・ 水素0 TWhの「原子力なし」ケースでは再エネの発電設備容量が増大し、出力抑制分が非常に大きくなる。

系統対策費分

（水素発電量, TWh）

7

ゼロ・エミッション火力（ここでは水素火力と想定）の発電量が小さくなると、蓄電システムや送電
線増強、出力制御等のコストが追加的に必要となり、総システムコストが急速に上昇する。
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図 4． RITE 分析で用いられたシステム統合費用曲線[1] 

 

 

 RITE によって分析の詳細な情報がオープンにされてからでなければ、この費用の妥当性は評価できな

いため、この約 37円/kWhレベルのシステム統合費用の再現性の議論はここまでとする。 

 いずれにせよ、ここでは、システム統合費用の（おそらく）最大のものと思われるものは、「数年に一度起き

るかもしれない無風/曇雨天事象に対応するための蓄電池（容量は一日の発電電力量を超える）の購入コ

スト」と想定し、次節では、このコストを（大量の蓄電池の新規購入以外の方法で）下げる方策がないか、考

えてみよう。 

3. 検討すべきオプション: システム統合費⽤を削減する⽅策は他にもある 

 前節で考察した通り、上記の分析結果が意味するところは、頻度のかなり低い曇天・無風期間（電力供給

量のかなりの減少期）においても、安定して再エネのみで需要に見合う電力供給を行うための手段として、

「非常に稼働率の低い新たなエネルギー貯蔵設備を大量に設置する」と、大幅にコストが高くなる、というこ

とである。 

 しかし、この前提の妥当性には疑問の余地が残る。非常に稼働率が低いのであれば、新たな設備に投資

せずともこの曇天・無風期間に対応できる他の方策を考えるというアプローチが適切であろう。もちろん新た

な蓄電池等の導入もある程度は必要であるだろうが、この分析結果には考慮されていない以下の方策と組

み合わせることで、再エネ比率の高いシナリオの電力コストを極端に押し上げているシステム統合費用を大

幅に削減できる可能性は十分にあると考えられる： 

 

① 電気自動車の蓄電池を需給調整用として活用する 

 燃料代、利便性、その他さまざまな理由から、将来電気自動車が大幅に普及するという可能性は非常に

高いと言えるであろう。電気自動車はかなり大きな蓄電池が装備されていて、移動に利用されていない時
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間は電力系統に接続して需給調整用の蓄電池として活用することができると考えられる（乗用車の稼働率

は 1 時間/日としても 5%程度であり、充電時間を 1 時間/日としても、この場合 90%の時間帯は利用されて

いない）。需給調整用途としてのポテンシャルを検討するため、日本の全自家用車 6,200 万台の 80% (EV
比率)×80% (V2G 利用可能比率) が利用可能と想定して試算すると、表 3 のようになる。コントロールが可

能であるなら、kW面での需給調整（右の欄）のためには十二分の能力を持ち、加えて本論考で議論してい

る kWh面（左の欄）でも、かなりの寄与を持つ。当然ながら、この蓄電池は自動車のためとしてコスト負担が

すでに行われているものであり、需給調整用としては第一近似として（少なくとも社会的には）ゼロコストとみ

なすことができる。すなわち、相当量の新規蓄電設備への投資を回避できる。 

表 3． 電気自動車の V2G（VEHICLE TO GRID）ポテンシャルの試算（筆者作成） 

 kWh (電力量)ストレージ効果 kW (電力)需給調整効果 

効果 1.4 TWh 120 GW 

現在の日本の電力需要 2.9 TWh/日（平均） 180 GW（過去最大） 

現在の日本の電力需要比 1/2日分 過去最大電力需要の 2/3 

想定 

電池容量 60 kWh/EV 

(現在の日産リーフ e+(450 km走行)水準) 

(保護回路で容量の 60%利用可能とした) 

3 kW/EV 

(家庭用充電スピード． 

急速充電なら 20–50 kWが可能) 

日本の全自家用車 6,200万台の 80% (EV比率)×80% (V2G利用可能比率) を想定 

 

 現実にはアグリゲーターなどの事業者が、需要家をまとめて管理し、電気自動車の蓄電容量などを活用

して、再エネ需給などとともに電力を双方向で取引するビジネスを展開することが想定される。天気予報に

ともなう kW と kWh を単位とした市場が生まれる可能性も高いであろう。例えば、リース会社などがカーシェ

アリングなどのサイドビジネスとして こうした事業に取り組むだろう。そのような場合でも、新たに専用蓄電池

を導入するよりは、はるかに低いコストで電力需給調整が行えるはずである。 

 

② 既設の火力発電設備を維持し、非常時用の電源として活用する 

 2021 年 1 月現在、日本には 83 GW の LNG火力発電設備容量が存在する。この中には比較的新しい設

備も含まれており、カーボンニュートラル達成時にこれらの電源を完全に退役させるのではなく、必要最小

限の施設について設備維持を行った上で、電力需給が逼迫する非常時のみ稼働させるような「非常用バッ

クアップ電源化」することが考えらえる。「曇天・無風期間」には LNG火力発電が利用されるということで、無

駄な設備投資を抑えつつ、ほぼ再エネ 100%に近い電源構成を達成することが可能である。この設備の設

備利用率はかなり低いため CO2排出量は小さくて済む（次ページ脚注 4参照）。 

 CO2 排出量をゼロにするためには、燃料として LNG ではなく、グリーン水素やそれから合成されたアンモ

ニアをガス火力発電の燃料とするか（グリーン水素もそれから合成されたアンモニアも、再エネ由来であると

(1) EV

(2) 既存(ガス)⽕⼒設備 as back-ups

(3) DSM(/DR)
LNG (+carbon credits), H2, NH3

(USD 150/kWh)

IGES

理由?

Demand-Side Management/Demand-response
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変動性再エネ(VRE; PV & Wind)には電力（量）需給をバランスさせるという点で確かにクリアすべき点がある．
→ 新しく「曇天・無風期間(Dark Doldrums)対応」の必要性が認識された．

その対応策として「非常時分の新規バッテリー大量導入」の場合，電力コストが非常に高くなった．
→ 課題が明確化された→ これ以外にも，低コスト対応方法にはさまざまな方策があり得る．

とくに電気自動車のバッテリー活用は，ポテンシャル面でも新規ビジネスの面でも有望．
デマンドレスポンス型方策もさまざまありうる．市場整備も可能．既存電源バックアップ化も効果的．

重要なのは，（できるかどうかではなく）どうすれば，そのような有効な方策を後押しできるか？
うまく後押しして実現化できれば，再エネ大量導入を「現実的にできる」．

さまざまな「前提」オプションがありうる： 「コスト」＋ 「方策」＋ 「シナリオ」に関する可能性．

「電力コスト」だけでなく，さまざまな便益（成長戦略・ビジネス機会・エネ自給等）や，各種リスク（原子力の停
止期間長期化・広範囲化等）の可能性も含めた多面的な分析や議論も必要．

価値観の前に，俯瞰した視座の下で，ロジカルな分析と議論を詰めよう！
どこまでロバストな結論としてシェア(共有)できるか？


